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がん医療の進歩 生殖医療の進歩 がんサバイバーの生児獲得

精子凍結、卵子凍結、受精卵凍結、卵巣組織凍結など

がん・生殖医療とは

① がん治療により根絶してしまう可能性のある患者の生
殖機能（妊孕能）を何らの手段で温存する医療＝将来
の選択肢を残す

② 将来子どもを授かる、授からないとうい選択肢を自身
で選択できる情報提供を行う医療＝意思決定支援 3



本邦における、小児、AYA世代がん患者に対する妊孕性温存の診療体制

 2006年〜：欧米では、がん・生殖医療に関するガイドラインが作成され、ネットワークが構築
 2012年〜：日本がん・生殖医療研究会（現学会）設立

 2014年〜：日本癌治療学会、日本産科婦人科学会、日本生殖医学会、日本臨床腫瘍学会、日本乳癌学会等

 2014年：乳がん患者の妊娠と生殖医療に関する診療の手引き（厚労科研清水班:清水千佳子先生）
 2017年：日本癌治療学会「小児、思春期・若年がん患者に対する妊孕性温存の診療ガイドライン」

主治医
がん

？

情報提供

医療連携

×
×

2012年〜

医師
生殖

 産婦人科
 腎泌尿器外科

 乳腺外科
 腎泌尿器外科
 血液腫瘍科
 小児科（腫瘍）
 整形外科（腫瘍）
 腫瘍内科
 産婦人科（腫瘍） etc

 患者を介した医療連携
 医療従事者による支援体制無し

患者
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H24-25 厚生労働科学研究費補助金
（第３次対がん総合戦略研究事業）
「乳癌患者における妊孕性保持支援の
ための治療選択および患者支援プログ
ラム・関係ガイドライン策定の開発」
研究代表者：清水千佳子（現国立国際
医療センター）

日本癌治療学会:小児思春期、若年がん
患者の妊孕性温存に関するガイドライン
作成ワーキンググループ委員長：青木大
輔（慶大）、副委員長：鈴木直（聖医
大）、統括委員（生殖）：大須賀穣（東
大）

H29-30 AMED 革新的がん医療実用化研
究事業 「生殖機能温存がん治療法の革
新的発展にむけた総合的プラット
フォームの形成」研究代表者 大須賀穣
（東大）

現在2回目の改訂中
1回目改訂（2017年）

2022-3年に改訂版発刊予定

本邦におけるがん・生殖医療に関するガイドライン
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香川県
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福井県
兵庫県
徳島県
高知県
佐賀県
大分県
岡山県真庭市*
山口県周南市*

1. 宮城
2. 秋田
3. 福島
4. 埼玉
5. 神奈川
6. 福井
7. 山梨
8. 岐阜
9. 静岡
10.三重
11.滋賀
12.京都
13.兵庫
14.和歌山
15.広島
16.徳島
17.香川
18.高知
19.福岡
20.佐賀
21.大分

H30、R1、R2年度厚生労働科学研究費補助金（がん対策推進綜合研究事業）「思春期・若年成人(AYA)世代がん患者の包括的ケア提
供体制の構築に関する研究」

研究代表者 清水千佳子先生（国立国際医療センター）、分担者 鈴木直（聖マリアンナ医科大学）

2021年2月1日現在（26カ所）
 21府県
 5自治体（千葉x2、岡山、山口、愛知）

21/47

年

名古屋市*
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日本癌治療学会ガイドラインと妊孕性温存療法の適応

妊孕性温存治療が有効であった症例（聖マリアンナ医科大学病院産婦人科がん・生殖医療外来（2010年1月〜）

 40歳乳がん患者：手術後ホルモン療法前に妊孕性温存療法施行。43歳で、ホルモン療法を一時中断し（がん治療医と十分に相談した
結果）、凍結胚移植5回目で妊娠・分娩に至る→40歳でも、治療開始前の妊孕性温存によって、子どもを授かることが可能であった１
例（ホルモン療法施行年数による卵巣予備能低下）

 31歳乳がん患者：手術後、化学療法開始前に妊孕性温存療法施行。34歳で、ホルモン療法を一時中断（がん治療医と十分に相談した
結果）。化学療法の前後で卵巣予備能が低下（AMH値が6.7ng/mlから0.5ng/mlへ）。凍結胚移植1回目で妊娠・分娩に至る→胚を温存
していなかった場合、治療後の卵巣予備能低下から妊娠成立が困難であっと予想される１例

 29歳乳がん患者：化学療法(FEC療法)前に、がん治療医からは、29歳で若年のため妊孕性温存は必要ないと言われていた。化学療法施
行後、自然妊娠が困難な卵巣機能（AMH値が0.01ng/ml）であったため、33歳から不妊治療開始。早発卵巣不全の状態で、不妊治療が
困難であり、なかなか卵子が発育せず。3年かけて採卵10回、胚移植3回行い妊娠・分娩にる→30歳未満の乳がんに対するFEC療法は、
性腺毒性が低リスクに分類されるが、治療後早発閉経となった。温存しておけば、治療後長期に渡る頻回な採卵が避けられた可能性
がある１例（女性の場合、元々卵巣予備能に個人差がある）

 10歳骨軟部腫瘍患者：アルキル化剤が総量で 23g/m2使用された（高リスク：20歳未満で7.5g/m2 以上）。30歳から不妊治療を開始、
月経は規則的だがAMH値は0.5ng/ml。早期に閉経に至る可能性が高いと判断され、早めに採卵へステップアップ。その後妊娠・分娩に
至る→がん治療後に、早期に生殖医療の介入によって子どもを授かるチャンスを失わなかった１例

 特に女性の場合、患者の卵巣予備能（原始卵胞の数）は個人差が大きいことから、ガイドラ
インの性腺毒性のリスク分類だけで、妊孕性温存療法の適応を決めることができない。

 女性の場合、がん等の治療後の生殖医療施行による身体的、精神的な負荷、並びに経済的負
担を考慮して、年齢や卵巣予備能（原始卵胞の数）に応じて妊孕性温存療法の実施を検討す
る必要がある。

化学療法および放射線治療による性腺毒性のリスク分類（ASCO 2013＊）
 女性：高リスク、中間リスク、低リスク、超低リスクまたはリスクなし、不明
 男性：高リスク、中間リスク、低リスク、超低リスクまたはリスクなし、不明

対象患者
 小児・AYA世代がん患者で、原則40歳未満で治療を開始した患者を対象とする

＊ ASCO（米国臨床腫瘍学会）は2018年に2回目の改訂→性腺毒性のリスク分類に変更無し。なお、
ASCOのガイドラインでは年齢に関する言及無し
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○ネットワーク整備済：32府県
○準備中：10道県

日本がん・生殖医療学会、厚労科研鈴木班調べ

2020年
1. 神奈川
2. 福井
3. 秋田
4. 山梨
5. 和歌山
6. 山形
7. 鹿児島
8. 佐賀
9. 長野
10. 徳島

準備中
1. 高知
2. 福島
3. 鳥取
4. 富山
5. 岩手
6. 東京
7. 宮崎
8. 香川
9. 島根
10. 北海道

2013年
1. 岐阜
2. 岡山
3. 大分

2014年
1. 福岡
2. 長崎

2015年
1. 滋賀

2016年
1. 埼玉
2. 兵庫
3. 宮城
4. 熊本
5. 沖縄

2017年
1. 広島
2. 大阪
3. 京都
4. 三重
5. 群馬

2018年
1. 愛媛
2. 山口
3. 静岡
4. 茨城

2019年
1. 栃木
2. 愛知

 未整備地域
（着手開始:2020.1)

1. 北海道
2. 青森
3. 秋田
4. 岩手
5. 山形
6. 福島
7. 新潟
8. 千葉
9. 東京
10. 神奈川
11. 山梨
12. 富山
13. 石川
14. 福井
15. 奈良
16. 和歌山
17. 鳥取
18. 岡山
19. 島根
20. 香川
21. 徳島
22. 高知
23. 佐賀
24. 宮崎
25. 鹿児島

研究分担者：古井辰郎（岐阜大）

令和元-3年度厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業） 小児・AYA 世代がん患者の妊孕性温存治療の生殖医療ネットワークを
全国的に均てん化するための研究(19EA1015) 研究代表者 鈴木直

小児・AYA 世代がん患者に対するがん・生殖医
療ネットワーク構築にむけたワークショップ
 課題1:現状について

貴都道府県では、どのような小児・AYA 世代
がん患者に対する生殖機能温存の相談体制が
ありますか?

 課題2:現状について
新たにがん・生殖医療ネットワークを構築し
ていく場合、責任機関や部署などはどこにな
りますか? 

 課題3:今後の課題についてs
がん・生殖医療ネットワーク構築及び維持運
営における課題は何ですか?

 その他:小児・AYA 世代がん患者に対するが
ん・生殖医療ネットワーク構築にむけて問題
点や課題などご意見をおきかせください
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厚労科研研究班（令和2年度）

 未整備地域の80％で連携ネットワークが構築
 現在、がん・生殖医療の連携ネットワーク→47都道府県

 運営の主体として期待される
組織としては、 ①都道府県行
政（10）、 ②都道府県がん診
療連携拠点病院協議会等
（10）、 ③都道府県がん診療
連携拠点病院の産婦人科（9）

 新規構築や運営の阻害因子：
①マンパワー不足（21）、②
予算不足（19） 、③ノウハウ
がない（16） 、④主導する組
織や関係者がない（12）

10



第1回 小児・AYA世代のがん患者等に対する
妊孕性温存療法に関する検討会

2021.2.1

1. がん・生殖医療の実施体制

2. がん・生殖医療ネットワーク

3. 日本がん・生殖医療登録（JOFR)

4. 人材育成

11



 本研究は「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」、個人情報保護法や関連の指針に
従って行われた。患者情報の登録(データ入力)は、基盤施設である埼玉医科大学総合医療セ
ンターのほか、日本産科婦人科学会登録妊孕性温存実施施設および関連施設、日本生殖医学
会によるアンケート調査に回答した精子凍結実施施設に対して JOFR への協力を依頼し、自
施設倫理委員会または東北大学病院臨床研究倫理委員会による承認を得た。

 対象症例からは原則として文書による同意やアセントを得るが、過去に妊孕性温存カウンセ
リングや妊孕性温存を受け、すでに死亡している症例や連絡が不能な症例に関しては、日本
がん・生殖医療学会のホームページ及び埼玉医科大学総合医療センター等のホームページに
本研究を実施していることを周知の上、オプトアウトによる同意を得た。

日本がん・生殖医療学会：登録委員会員長 高井泰
NPO法人日本がん・生殖医療学会理事長：森重健一郎
一般社団法人日本がん・生殖医療学会理事長：鈴木直

研究分担者：高井泰（埼玉医大）

日本がん・生殖医療登録システム（Japan Oncofertility Registry: JOFR）
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 2021年1月時点でのJOFR協力施設は153施設（日本産科婦人科学会登録妊孕性温存
実施施設136、精子凍結実施施設13、その他4）であり、そのうち41都道府県の
107施設（69.3％）が倫理委員会承認（中央一括倫理審査45を含む）を終えて入
力を開始しており、現在102施設で登録開始。妊孕性温存実施施設の約2/3が登録
開始している。

日本がん・生殖医療学会：登録委員会員長 高井泰
NPO法人日本がん・生殖医療学会理事長：森重健一郎
一般社団法人日本がん・生殖医療学会理事長：鈴木直

 新規症例の解析から、各地域でのがん治療施設と妊孕性温存実施施設
との連携状況が解析できる

 症例の解析から、がん側と生殖側の２つのアウトカムを導き出すこと
ができる

研究分担者：高井泰（埼玉医大）

日本がん・生殖医療登録システム（Japan Oncofertility Registry: JOFR）
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１．アウトカム
（がん等の診療）

２．アウトカム
（妊孕性温存の診療）

日本がん・生殖医療登録システム（Japan Oncofertility Registry: JOFR）
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合計 男 女

年度別JOFR登録症例数（2021年1月末時点）
2018 年 11 月から登録開始

日本がん・生殖医療登録システム（Japan Oncofertility Registry: JOFR）

4,310 症例 (男性:1,693 例、女性:2,617例) 

研究分担者：高井泰（埼玉医大）

件

年
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日本がん・生殖医療登録システム（Japan Oncofertility Registry: JOFR）

研究分担者：高井泰（埼玉医大）

妊娠症例：133例
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第1回 小児・AYA世代のがん患者等に対する
妊孕性温存療法に関する検討会

2021.2.1

1. がん・生殖医療の実施体制

2. がん・生殖医療ネットワーク

3. 日本がん・生殖医療登録（JOFR)

4. 人材育成
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看護師
がん 患者

さん

臨床心理士あるいは
心理支援担当医療者

薬剤師

主治医
がん

医師
生殖

看護師
生殖

相談員

 対象患者は一般不妊の患者さんではなく、がん患者さんであることを忘れてはならない！！
 何よりもがん治療が優先される・・→意思決定支援！
 子どもを授かるという選択を、子どもを授かるという選択を選ばない意思決定も支援する

 乳腺外科
 腎泌尿器外科
 血液腫瘍科
 小児科（腫瘍）
 整形外科（腫瘍）
 腫瘍内科
 産婦人科（腫瘍） etc

 産婦人科
 泌尿器科

胚培養士

遺伝
カウンセラー

がん・生殖医療における医療従事者の役割

18



心理士

 若年乳がん患者の心理支援法の開発→心理支援に関する臨床試験（O!PEACE試験）
 若年乳がん患者心理社会的ケアを提供するための組織体制を構築→心理士の育成
 がん・生殖医療専門心理士の養成講座開設→心理士の育成

 若年成人未婚男性がん患者における精子凍結後の心理教育プログラムの開発
 若年乳がん患者（未婚）における妊孕性温存の心理教育プログラムの開発
 小児・思春期のがん患者とその親に対する妊孕性温存の情報提供とインフォーム

ドアセントのあり方に関する調査研究

2014-2016: 厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
「若年乳がん患者のサバイバーシップ向上を志向した妊孕性温存に関する心理支援体制の構築」

2017-2019:厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
「小児・AYA世代がん患者のサバイバーシップ向上を志向した妊孕性温存に関する心理支援体制の均てん化 」

2014-2019

19
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対象：臨床心理士で、かつ生殖またはがん領域で既に研修や資格を終了した者
期間：年1回開催、講義、演習、陪席実習で、がん医学、生殖医学、医療情報提

供、意思決定支援、心理療法の講義、演習、試験
資格授与：講座参加かつ試験合格による→その後実際の診療の現場を陪席する義務

あり

がん・生殖医療専門心理士(2020)

全国に43名（生殖24、がん10、その他9）

がん・生殖医療専門心理士養成講座開設
2016年〜

平成26-28年度厚生労働科学研究費補助金 がん対策推進総合研究事業 (がん政策研究事業) 「若年乳がん患者 サバイバーシップ向
上を 志向した妊孕性温存に関する心理支援体制の構築（厚労科研鈴木班）研究代表者 鈴木直
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平成26-28年度厚生労働科学研究費補助金 がん対策推進総合研究事業 (がん政策研究事業) 「若年乳がん患者 サバイバーシップ向
上を 志向した妊孕性温存に関する心理支援体制の構築（厚労科研鈴木班）研究代表者 鈴木直

 若年成人未婚男性がん患者
における精子凍結後の心理
教育プログラムの開発

 若年乳がん患者（未婚）に
おける妊孕性温存の心理教
育プログラムの開発

 小児・思春期のがん患者と
その親に対する妊孕性温存
の情報提供とインフォーム
ドアセントのあり方に関す
る調査研究

現在診療試験継続中
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心理士

 様々な理由で、妊孕性温存ができなかった患者、また妊孕性温存を選択しなかっ
た患者の心理状況を把握し、希望を失わずにがんと闘う患者の心理を支援するた
めのあり方を提言する

 がん・生殖医療専門心理士の質向上を志向した研究

2020-2022: 厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制の均てん化および適切な長期検体温
存方法の提案に向けた研究

2014-2022

22



看護師

 がん・生殖医療に精通した、看護師（がん側と生殖側）→OFNN（オンコファティ
リティー・ナビゲーター・ナース）の養成

 認定がん・生殖医療ナビゲーター制度の構築

2019-2021 厚生労働科学研究費補助金 健やか次世代育成研究事業「がん・生殖医療専門看護師養成に関する研
究」研究代表者：大須賀穣、研究分担者：鈴木直、渡邊知映
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薬剤師

 抗がん薬の副反応でもある性腺毒性や、それに伴う妊孕性温存療法ならびにが
ん・生殖医療領域を薬剤師にも啓発し、学ぶ環境を構築する。

日本がん・生殖医療学会：薬剤師部門 米村雅人（国立がん研究センター東病院）

24



胚培養士

 適切な長期検体温存方法および運用体制の構築を志向した研究
 生殖臓器の長期的保存技術・情報化の統括ヘッドクォーター体制の構築と、が

ん・生殖医療における胚培養士支援開発

2020-2022 厚生労働科学研究費補助金（がん政策研究事業）
小児・AYA世代がん患者に対する長期生殖機能温存に関わる心理支援体制の均てん化および適切な長期検体温存
方法の提案に向けた研究

日本ヒト卵子学会（胚培養士）：泊博幸先生
日本臨床エンブリオロジスト学会（胚培養士）：沖津摂先生 25



日本がん・生殖医療学会

運営委員

がん・生殖医療
専門心理士
養成講座

日本生殖心理学会との共同事業

がん・生殖医療認定資格制度委員会

認定対象
医師，歯科医師，薬剤師，看護師，
助産師，保健師，公認心理師，臨床
心理士，認定遺伝カウンセラー，臨
床検査技師，診療放射線技師，管理
栄養士，栄養士，救急救命士，精神
保健福祉士，社会福祉士，管理胚培
養士，胚培養士，その他（本学会認
定資格制度委員会が認定したもの）

目的
1. 学際的かつ多領域、並びに多職種にまたがるがん・生殖医療の社会への啓発
2. 並びに、がん・生殖医療における意思決定支援に係わる人材育成

がん・生殖医療
看護師
養成事業

厚労科研大須賀班との共同事業

評価委員

認定がん・生殖医療施設の認定

認定がん・生殖医療ナビゲーター制度：2020年〜

がん・生殖医療専門心理士（全
国に43名）2016年〜

OFNN
がん・生殖医療看護ナビ

ゲーター
（OncoFertility Nurse 

Navigator)
認定制度開始前

認定がん・生殖医療ナビゲーターの認定

研究分担者：小野政徳（金沢大）
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研究② 認定がん・生殖医療ナビゲーターの教育プログラムと啓発による
心理支援強化を目指した研究（厚労科研鈴木班）

1年目
e-ラーニングのコンテンツ撮影：がん・生殖医療の総
論、小児・AYA世代がん患者に対するがん診療の現
状、生殖医療に関して、小児・AYA世代がん患者に対
するがん患者に対する妊孕性温存療法 等

2年目
e-ラーニングのコンテンツ内容の検証：確認
試験の内容決定と検証→臨床試験

2020年度

2021年度

3年目
臨床試験結果の検証→日本がん・生殖医療学
会認定がん・生殖医療ナビゲーター制度への
e-ラーニングの導入と、その検証

2022年度

均てん化にむけて

31講座

教育システムの効果検証後、本格的導入へ
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認定がん・生殖医療ナビゲーター制度：2020年〜

目的
1. 学際的かつ多領域、並びに多職種にまたがるがん・生殖医療の社会への啓発
2. 並びに、がん・生殖医療における意思決定支援に係わる人材育成

 がん・生殖医療は、「がん患者の身体的・精神的苦痛の軽減と、がんサバイバーシップ向
上を志向した、がん医療」である 28



1. 医療連携の構築：がん治療医と生殖医療医との密な連携→施設内格差解消→AYA支援チームと

の協働（厚労科研鈴木班、厚労科研清水班）

2. 医療連携ネットワークの構築：地域格差解消（厚労科研鈴木班）

3. 妊孕性温存療法施行施設の拡充：拠点化（特に小児がんに対する卵巣組織凍結）、がん側と

生殖側の2つのアウトカム（登録制度：JOFR）（厚労科研大須賀班、厚労科研鈴木班）

4. ヘルスケアプロバイダーの育成：看護師、心理士、薬剤師、ソーシャルワーカー、遺伝カウ

ンセラー、胚培養士など（厚労科研鈴木班、厚労科研大須賀班）

5. サイコソーシャルケアの充実：患者と家族の共有自己決定、長期経過観察（厚労科研鈴木

班）

6. 啓発：日本がん・生殖医療学会認定の認定がん・生殖医療ナビゲータ-制度（厚労科研鈴木

班、厚労科研大須賀班）

7. 経済的負担に対する支援：地方自治体から国へ、登録制度（JOFR)との連動（厚労科研鈴木

班、厚労科研清水班）

8. その他：技術開発、里親・特別養子縁組（厚労科研鈴木班）、ピアサポート、がんサバイ

バーの周産期リスク管理（厚労科研鈴木班） 、がんサバイバーの女性ヘルスケア（オンコ

ウィメンズ・ヘルスケア）（厚労科研鈴木班）

本邦におけるがん・生殖医療に関する課題 2021
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